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令和４年度 阪南市学校園教育基本方針 

阪南市教育委員会 

 

１ 基本理念 

◎ 生涯学習のひと・まちづくりをめざし、自ら学びに向かい、考え、判断し、表現できる子

どもを育てます。 

◎ すべての子どもが安心して、ともに学び ともに育つ 教育をめざします。 

◎ よりよい生活習慣の定着を図り、学習意欲や体力の向上をめざします。 

 

２ 特別重点取組 

☆ 新型コロナウイルス感染症に係る対応 

◎子どもの安心・安全の確保 

◎学びと健康の保障 

◎人権尊重の教育の推進 

 

３ 重点取組 

☆ 教職員の人権意識を高め、すべての子どもの人権を保障する教育の推進 

☆ 不登校やいじめの未然防止と早期発見・早期対応に向けた取組の一層の推進 

☆ 阪南の豊かな自然の中で取り組む「海洋教育」や「総合的な学習の時間」における「課題解決

学習」や「探求型協働学習」の推進 

☆ 学力向上につなぐ授業改善をはじめ、子どもへの寄り添い、教職員の働き方改革などに向けた

学習用タブレット端末等ＩＣＴ（※１）機器の積極的な活用 
 

４ 基本方針  

Ａ 未来に向かって「確かな学力」と「生きる力」を育成する  

  「確かな学力」と「生きる力」の育成とは、 

① 生きて働く「知識・技能」の習得   

   ②未知の状況にも対応できる「思考力・判断力・表現力」の育成 

   ③学びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・人間性」の涵養 のこと 
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【基本方針】 

 

 

 

 

 

○言語活動の充実と「主体的・対話的で深い学び」の実現をめざした保育・授業改革を推進し、学力向上に

つなげる。 

○学習意欲の向上を図るとともに、生きて働く知識・技能を習得させ、未知の状況にも対応できる思考力・

判断力・表現力を育成する。 

○海洋教育などの体験活動を通して「課題解決学習」や「探求型協働学習」を進める中、主体的に課題を発

見し解決しようとする態度を身に付け、学んだことを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・人

間性」を涵養する。 

○地域や関係団体と連携を図り、「海洋教育副読本」などを活用した環境教育に取り組むことで、自分たち

が暮らす社会と地域に興味を持ち、その自然環境を進んで保全しようとする態度を育成する。 

○家庭における学習習慣の定着を図り、自ら進んで学ぶ態度を育成する。 

○学校図書館を有効活用するとともに、市立図書館と連携して、読書活動・学習活動の充実を図る。 

○「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」（※３）に留意し、学びの連続性を踏まえた教育課程を編成する。 

 

Ｂ 阪南ＧＩＧＡスクールビジョン（※４）の実現に向けた取組を推進する 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

○１人１台端末を活用した、双方向型の授業、一人ひとりの理解度により選択できる個別学習、多様な考え

を活かし深めることができる協働学習をさらに推進させる。 

 ○課題を設定し、情報を収集し、整理と分析を進め、まとめて表現する、といった一連の学習の流れを確立 

  し、探究活動を充実させる。 

○情報モラル教育を含めた情報活用能力とプログラミング的思考（※６）を育む教育を推進する。 

 ○家庭学習や学習機会の確保、子どもと教員がよりつながることをめざし、学習用タブレット端末の家庭で

の活用を進める。 

○ＩＣＴ機器や校務支援システムなどの活用により教員の働き方改革を進め、教員が児童生徒や教材と向き

合う時間を確保する。 

○ＩＣＴ担当教員を中心に校内体制を整え、好事例の共有など、学習用タブレット端末をより効果的に活用

するための校内研修を実施する。 

 

 

Ｃ 外国語(英語)教育の充実を図る 

【基本方針】 

 

 

 

＊ＳＤＧｓ（※２）に関する学習や活動を通じ、新しい時代を切り開き、持続可能な社会の創り手となるた

めに必要な資質・能力の育成 

＊幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領の趣旨の実現に向けた教育活動の推進 

＊自ら身近な課題の解決に取り組む、海洋リテラシー教育をはじめとする環境教育の推進 

 

＊英語に親しみ、楽しんで英語を使う子どもの育成 

＊英語を使ってコミュニケーションを図ることができる力の育成 

＊ＧＩＧＡスクール構想（※５）におけるＩＣＴ機器の活用を取り入れた授業改革の一層の推進 

＊各教科の学びを深め本質に迫る探究活動の充実及び情報モラル教育の推進 

＊個別最適な学びの推進及び学習機会の確保に向けた学習用タブレット端末の家庭での積極的な活用 

＊校務・授業のスリム化を通した教員の働き方改革の推進 

＊ＩＣＴを活用した授業を展開するための教員研修の充実 
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○ＡＬＴ（外国語指導助手）（※７）との関わりや英語ミュージカルの鑑賞を通して、ワクワクしながら英語

を学び、積極的に英語を用いてコミュニケーションを図ろうとする態度を養う。 

○幼稚園では、各種行事の中で、子どもたちが英語に触れる機会を確保する。 

○小中連携を通して、各校の授業内容や活動などの情報を共有するとともに、相互に授業見学する機会を積

極的に持つ。 

○英語教育担当教員がＡＬＴと円滑に連携し、英語教育の推進体制を充実させる。 

 

○小学校外国語活動では、外国語（英語）の音声や基本的な表現に慣れ親しませる体験的な活動を行い、「聞

くこと」「話すこと」を通して、外国語（英語）で自分の考えや気持ちなどを伝え合う力の素地を養う。 

○小学校外国語では、中学年の内容に加え、「読むこと」「書くこと」を通して、外国語（英語）で自分の考

えや気持ちなどを伝え合うことができる基礎的な力を養う。 

○中学校英語では、小学校の内容を踏まえたうえで、４技能をバランスよく指導し、実際に外国語（英語）

を活用する場面を設定し、即興的に伝え合う対話的な言語活動を用いながら、主体的にコミュニケーショ

ンを図ることができる力を養う。 

 

Ｄ 健やかな体を育む 

【基本方針】 
 

 

 

○子どもの家庭での生活状況を把握し、家庭、地域、諸団体、校種間の連携を通し、よりよい生活習慣を定

着させるための取組を推進する。 

○遊びや生活の中で、幼児・児童期に多様な動きを経験し、体力・運動能力の基礎を培う取組を推進する。 

○子どもの体力の状況を正確に、且つ継続的に把握・分析し、学校園全体で体力向上の取組を推進する。  

○武道をはじめ体育等における安全確保のための研修や取組を充実させる。 

○家庭・地域と協働し、「食」と「心身の健康」の関連性や重要性の理解を深める取組を推進する。 

 

Ｅ 個に応じ、自立に向けた支援教育を推進する 

【基本方針】 

 

 

 

 

○人とのつながりを大切にしながら、学校園生活全体を通して、発達を促していく取組を推進するとともに、

支援教育コーディネーターを中心とした教育支援体制を確立し、一人ひとりの自立に向けた効果的な指導、

支援の充実を図る。 

○すべての子どもが参加できるよう、ユニバーサルデザイン（※８）による保育・授業を推進する。 

○合理的配慮（※９）について適切に対応するとともに、すべての子どもに対する支援教育の理解・啓発を一

層推進する。 

○通級指導教室での指導・支援をより一層充実させるとともに、通級指導教室における学びが通常の学級で

十分発揮できるよう、担任との連携や校内の支援体制の充実を図る。 

○すべての教員が「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を共有し、系統性のある一貫した支援を

充実させる。 

  

 

＊学校園と家庭・地域の協働によるよりよい生活習慣の定着と体力づくり 

＊全教職員の連携・協力による「食に関する指導」の推進 

＊すべての子どもが「ともに学び、ともに育つ」教育の推進 

＊すべての子どもの自立をめざす教育支援体制の確立 

＊人権教育、生徒指導、学力向上などと連動した支援教育の推進 
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Ｆ 道徳性を養う 

【基本方針】 

 

 

 

○学校園が一体となって道徳教育を進めるため、各学校園の道徳教育の方針を明確に示すとともに、道徳教

育推進教師を中心とした指導体制を構築する。 

○授業公開や地域の人々の参画等によって、家庭や地域社会と一体となった取組を推進する。 

○多様な価値観にふれながら、自ら考え、よりよい方向をめざす資質・能力を育むよう、保育・授業評価を

活用し指導方法を工夫・改善する。 

○道徳科における子どもの学習状況や道徳性に係る成長の様子を継続的に把握し、日々の指導に生かす。 

 

Ｇ 人権意識を高め、実践的行動力を育成する 

【基本方針】 

 

 

 
 
 

○人権３法（※１０）や府人権関係３条例（※１１）を踏まえ、子どもの権利、同和問題（部落差別）、男女平等、

障がい者、在日外国人に係る人権問題をはじめ、性の多様性、等の今日的人権問題を正しく理解し、その

解決をめざした教育を推進する。 

○大阪府教育委員会作成の「人権教育推進の方向性」に沿った組織的・計画的な取組及び実践的な研修を学

校園において積極的に実施する。 

○自他の生命の大切さを考える人権教育を通して、発達段階に応じた行動ができる力を育成する。とりわけ、

いじめは重大な人権侵害であり、いじめを許さない意識やいじめをなくす実践力の育成にも注力する。 

○すべての教職員が、人権に関する知的理解を深め、人権感覚を身につけることにより、すべての子どもの

人権を保障する教育を推進する。 

○人権及び人権問題を理解するための研究保育・授業を実施することにより、教材、学習プログラムの開発・

発展に努めるとともに、人権教育の成果を継承できるよう研修を行う。 

 

Ｈ 子ども理解に基づいた生徒指導を推進する 

【基本方針】 

 

 

 

 

○日常の課題への対応を研修の機会として捉え、子どもの個別の状況を理解する力を高め、教職員一人ひと

りの指導力の向上を図る。 

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー（※１２）などの専門家や関係諸機関と早期に連携す

る機会を増やし、一人ひとりの子どもや保護者への理解を深め、より適切な支援を実施する。 

○校内の生徒指導体制について点検し、「報告・連絡・相談」を徹底した生徒指導体制を充実させ、組織と

して協議し対応する。 

○いじめ防止対策推進法を一人ひとりの教員が正確に理解し、各校策定の「学校いじめ防止基本方針」の行

動計画を実行する。 

＊学校園の教育活動全体を通した道徳教育の充実 

＊子どもの主体的な活動の推進 

＊全教育活動における人権意識の涵養 

＊人権教育指導体制の充実 

＊自他の生命と人権を尊重する心と態度の育成 

＊性の多様性についての正しい理解の増進と子どもが安心する環境づくりの推進 

＊教職員一人ひとりの生徒理解力・生徒指導力の向上 

＊生徒指導体制の確立と充実 

＊いじめ・不登校や暴力行為、児童虐待の未然防止と子どもの成長を促す生徒指導の充実 
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○いじめについて積極的に認知し、組織として対応することで、早期改善を図る。 

○児童虐待防止やヤングケアラー（※１３）への早期支援に向けて教職員の意識を高めるとともに、校園内で

の見守りの強化及び対応体制を確立し、府や市の福祉機関等との連携を密にする。 

○学校園の教育活動全体を通じて、子どもが自主的・主体的に取り組む活動を実施し、すべての子どもの成

長を促す指導を充実させる。 

 

Ｉ 学校園運営体制を確立し、教員の指導力・教育力の向上を図る 

【基本方針】 

 

 

 

 

○教職員の世代交代が進む中、分掌や運営の在り方を見直し、一層効率的な学校園運営組織の構築を図る。 

○生徒指導、授業改善、ＩＣＴ機器の活用などの課題に対して、それぞれの教職員、様々な職種の専門性が

発揮できる校園内体制を整備する。 

○ＯＪＴ（※１４）により教職経験の少ない教員や学校園運営の中心となるミドルリーダーを育成する。特に、

首席や指導教諭はその職務と職責を自覚し、積極的に学校運営に参画する。 

○各校園において取組の成果を計画的・具体的に検証し、ＰＤＣＡサイクルにより改善を図る。 

 

Ｊ 安全を最優先した危機管理体制の確立を図る 

【基本方針】 

 

 

○各校園の「学校安全計画」「危機管理マニュアル」を全教職員で定期的に見直し、教職員一人ひとりの危

機意識向上を図り、緊急時の危機管理体制を確立する。 

○アレルギーに関する情報共有や校内研修を実施することにより、事故の未然防止及び発症時における緊急

対応の体制を確立し、子どもの健康安全を確保する。 

○子どもの登下校の安全を確保するため、通学路の点検を実施するとともに、学校、家庭、地域、見守りボ

ランティア、関係機関等が連携した取組を推進する。 

○実践的な防災教育・防災訓練を通じて自らの命を守るための「主体的に行動する態度」を育む。 

○熱中症予防のために、水分や塩分の補給、適切な休息、健康観察などの健康管理を徹底する。 

 

Ｋ 子どもの豊かな成長に向け、家庭・地域等との協働を充実させる 

【基本方針】 

 

 

○学校園や地域の特色を活かした各地域教育協議会の成果と課題を共有し、子どものよりよい成長を促すた

めの活動を充実・発展させる。 

○家庭教育支援の充実に向け、親学習リーダーなど地域の人材と連携した親学習講座を実施することにより、

家庭の教育力・養育力の向上に努める。 

○保幼こ小中や支援学校、高校、大学等との連携を深め、課題に対し協働して取り組む。 

○中学校区で共有した「めざす子ども像」の実現に向け、社会的・職業的自立に必要な力や態度を育成する

ため、キャリア教育全体指導計画に基づいた取組を、系統的に行う。 

＊各校園の「学校安全計画」等に基づく、安全教育と安全指導の推進 

＊危機管理体制の強化と防災教育の充実 

＊教育コミュニティづくりの推進 

＊キャリア教育（※１５）の推進 

＊学校園評価を活かし、組織的・継続的改善を図る運営体制づくり 

＊すべての教職員が互いに学びあい育ちあう同僚性のある校園内体制づくり 

＊校園内研究の内容・方法の工夫改善及び外部研修の積極的活用 
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【 用 語 解 説 】 

 

※１ ＩＣＴ        「Information and Communication Technology」の略称で、日本語では「情報

通信技術」と訳される。ＰＣやタブレット、電子黒板などを「ＩＣＴ機器」、

教育現場での情報通信技術を活用した取組を「ＩＣＴ教育」という。 

            

 

※２ ＳＤＧｓ       「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、２０１

５年９月の国際サミットにおいて、全会一致で採択された国際目標のこと。 

持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、２０３０年を年限とする

１７の国際目標が定められている。 

阪南市も「ＳＤＧｓ」の推進に取り組んでいる。 

            

※３ 「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」 

           「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定こども園教育・保育

要領」において、５歳児修了時までに育ってほしい具体的な姿を明確化したも

の。しかし、到達すべき目標ではなく、個別に取り出されて指導されるもので

もない。小学校と共有することにより幼小接続を推進することにもつながる。 

 

※４  阪南ＧＩＧＡスクールビジョン 

           文部科学省が提唱したＧＩＧＡスクール構想を受けて、阪南市で策定した教育 

           ビジョンのこと。５つの教育目標と４つのキーワードを掲げ、授業改革を進め 

           る。 

 

※５ ＧＩＧＡスクール構想 １人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、 

支援を必要とする子どもを含め、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、 

公正に個別最適化され資質・能力が一層確実に育成できる教育ICT環境を実現 

する。これまでの教育実践と最先端のICTのベストミックスを図ることにより、 

教員・児童生徒の力を最大限に引き出す。 

 

※６ プログラミング的思考 自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組み合わせが  

必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み合わせたらい 

いのか、記号の組み合わせをどのように改善していけば、より意図した活動に 

近づくのか、といったことを論理的に考えていく力。 

 

※７ ＡＬＴ（外国語指導助手） 

「Assistant Language Teacher」の略称で、小、中学校等に配置し、児童生徒

の外国語教育や国際理解教育の学習活動の補助を行う。 

阪南市においては、国等が実施する「語学指導等を行う外国青年招致事業」を

活用し、８名のＡＬＴを配置している。 

 

※８ ユニバーサルデザイン 障がいのある人の便利さ使いやすさという視点ではなく、障がいの有無にかか

わらず、すべての人にとって使いやすいようにはじめから意図してつくられた

製品・情報・環境のデザインのこと。 

 

※９ 合理的配慮      障がいのある子どもが、他の子どもと平等に教育を受けることができるように、

必要かつ適当な変更・調整を行うこと。ただし、体制面、財政面において、均

衡を失した又は過度の負担を課さない。 
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※１０ 人権３法      平成２８年度に差別を解消することを目的に制定された、３つの法律。 

              「障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）」 

              「ヘイトスピーチ解消法（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に 

向けた取組の推進に関する法律）」 

「部落差別解消法（部落差別の解消の推進に関する法律）」 

 

※１１ 府人権関係３条例    平成３１年度に増加する来阪外国人旅行者や外国人労働者の受入れを見据え

た国際都市にふさわしい環境を整備していくため、制定及び改正を行った３つ

の条例。 

              「大阪府人権尊重の社会づくり条例」 

「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に 

関する条例」 

「大阪府人種又は民族を理由とする不当な差別的言動の解消の推進に 

関する条例」 

 

※１２ スクールソーシャルワーカー  

子ども本人と向き合うだけでなく、家庭や行政、福祉関係施設など、外部機関

と連携しながら、子どもを取り巻く環境を調整する。社会福祉士や精神保健福

祉士などの有資格者が担うことが多い。 

 

※１３ ヤングケアラー   法令上の定義はないが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族

の世話などを日常的に行っているような子どものこと。 

 

※１４ ＯＪＴ       日常業務を通じた従業員教育のこと。日本の企業が開発したもので、業務現場

における日常的経験の積み重ねによって、仕事に必要な力を向上させていくと

いうもの。 

 

※１５ キャリア教育     望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとと

もに、自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育。 

 

https://kotobank.jp/word/%E5%90%91%E3%81%8D%E5%90%88%E3%81%86-641019
https://kotobank.jp/word/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB-1543657
https://kotobank.jp/word/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E4%BF%9D%E5%81%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB-182692
https://kotobank.jp/word/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E4%BF%9D%E5%81%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB-182692

